
三豊市告示第85号 

  

   三豊市農業者支援給付金支給要綱 

  

 （趣旨） 

第１条 この告示は、物価高騰に直面する三豊市（以下「市」という。）の区域内

の農業者の負担を軽減し、経営を支援するため、予算の範囲内において、臨時

的な措置として実施する国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用

した三豊市農業者支援給付金（以下「給付金」という。）の支給に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 （支給対象者） 

第２条 給付金の支給の対象となる者（以下「支給対象者」という。）は、市の区

域内に事業所又は住所を有する者で、次の各号のいずれかに該当するものをい

う。 

 (1) 前年において農業収入のある経営耕地面積が２０アール以上の農家（法人

を含む。） 

 (2) 令和７年１月以降に事業を開始した者で、前号の達成が見込まれるもの 

 (3) 水稲共済又は収入保険の加入者で経営耕地面積が２０アール以上の農家

（法人を含む。） 

 (4) その他市長が前３号と同様の取扱いが適当と認める者及び事業者 

２ 前項の規定にかかわらず、三豊市漁業者支援給付金支給要綱（令和７年三豊市

告示第84号）に基づく三豊市漁業者支援給付金を申請した者又は申請予定の者

は、支給対象者としない。 

 （給付金の額） 

第３条 給付金の額は、１支給対象者につき２万円とする。ただし、市長が第５条

第１項に規定する農業者支援給付金支給申請書兼請求書（様式第１号。以下

「申請書」という。）を受理した日において、当該申請者が認定農業者又は認

定新規就農者の場合は、１支給対象者につき５万円とする。 

 （支給の回数） 

第４条 給付金の支給は、１支給対象者につき１回限りとする。 

 （支給の申請） 



第５条 給付金を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、申請書に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 前年分の確定申告書の写し又は住民税申告書の写し。ただし、令和７年１

月以降に事業を開始した者は、出荷伝票又は販売伝票の写し 

 (2) 水稲共済又は収入保険の加入者は、加入を証明できるもの 

 (3) 認定農業者又は認定新規就農者の場合は、認定書の写し 

 (4) 誓約書（様式第２号） 

 (5) 給付金の振込先口座が確認できる預貯金通帳等の写し 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項第５号に掲げる書類の添付は、当該預貯金通帳等の提示をもって代えるこ

とができる。 

３ 第１項の申請書の提出期限は、令和７年１１月２８日（以下「申請期限」とい

う。）とする。ただし、郵送により申請書を提出する場合は、当該申請書に係

る配達受付の消印が申請期限までに押されているときに限り、当該申請書の提

出が申請期限までにあったものとみなす。 

 （支給決定） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、速やかにその内容

を審査し、支給の可否を決定して、農業者支援給付金支給（不支給）決定通知

書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 

 （給付金の支払） 

第７条 市長は、前条の規定により給付金の支給を決定したときは、速やかに申請

者に給付金を支払うものとする。 

 （申請が行われなかった場合等の取扱い） 

第８条 市長は、支給対象者から申請期限までに申請書の提出が行われなかった場

合は、支給対象者が給付金の支給を受けることを辞退したものとみなす。 

２ 市長は、第６条の規定により支給の決定を行った後、申請書の不備による振込

不能等があり、確認等に努めたにもかかわらず申請書の補正が行われず、申請

者の責に帰すべき事由により給付金の支給ができなかったときは、当該申請は

取り下げられたものとみなす。 

 （支給決定の取消し） 

第９条 市長は、申請者が偽りその他不正の手段により支給の決定を受けた場合は、



当該決定の取消し又は変更をすることができる。 

２ 市長は、前項の規定により支給決定の取消し又は変更をしたときは、その旨を

当該支給対象者に通知するものとする。 

 （給付金の返還） 

第１０条 市長は、前条第１項の規定により支給決定の取消し又は変更をした場合

において、既に給付金を支給しているときは、期限を定めて、給付金の返還を

求めるものとする。 

 （受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第１１条 給付金を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはならない。 

 （その他） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、給付金の支給に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第９条及び

第１０条の規定は、同日後もなおその効力を有する。 



様式第１号（第３条、第５条関係） 
 

年  月  日  
 

(宛先)三豊市長 
 

所 在 地              
(個人の場合は住所)              

 

法 人 名              
(個人の場合は記載不要)              

 

フ リ ガ ナ              
代 表 者 職 氏 名              
(個人の場合は氏名)              

 
電 話 番 号              

 
 

農業者支援給付金支給申請書兼請求書 
 
 

三豊市農業者支援給付金支給要綱第５条第１項の規定に基づき、関係書類を添
えて次のとおり申請（請求）します。 

 
1 作 付 品 目 面 積        アール 
 
2 申 請 (請 求 )額          円 
 
3 振 込 先 口 座 

金 融 機 関 名          支店名等  

口 座 種 別 1 普通      2 当座 

口 座 番 号        

フ リ ガ ナ 
 
口 座 名 義 

 

 

(注)口座名義は、申請者名と同一名義としてください。 
4 添付書類 

(1) 前年分の確定申告書の写し又は住民税申告書の写し。ただし、令和７年１
月以降に事業を開始した者は、出荷伝票又は販売伝票の写し 

(2) 水稲共済又は収入保険の加入者は、加入を証明できるもの 
(3) 認定農業者又は認定新規就農者の場合は、認定書の写し 
(4) 誓約書（様式第２号） 
(5) 給付金の振込先口座が確認できる預貯金通帳等の写し※ 
(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
※ 当該預貯金通帳等の提示をもって代えることができる。 



様式第２号（第５条関係） 

 

年  月  日  

 

(宛先)三豊市長 

 

所在地(住所) 

法人名 

氏 名 

(代表者職氏名)             ※  

 

※法人の場合は、記名押印してください。  

法人以外の場合は、本人による署名又は記名

押印をしてください。 

  

  

誓約書 

  

三豊市農業者支援給付金の支給を申請(請求)するに当たり、下記の内容につい

て誓約します。 

  

記 

  

1 農業者支援給付金支給申請書兼請求書の記載内容は、事実に相違ありません。 

2 農業者支援給付金支給申請書兼請求書に虚偽の記載があった場合は、市の求め

に従い給付金を即時返還します。 

3 市から検査、報告、是正等の措置の求めがあった場合は、これに応じます。 

4 代表者をはじめ役員、使用人、従業員その他の構成員は、暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第２条第６号に規定する暴力

団員に該当しません。また、同法第２条第２号に規定する暴力団又は暴力団員

と関係を有する者ではありません。 

5 市が関係機関等に申請(請求)内容の確認等を行うことに同意します。 



様式第３号（第６条関係） 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 

三豊市長       □印  
 
 

農業者支援給付金支給(不支給)決定通知書 
 
 

     年  月  日付けで申請のあった三豊市農業者支援給付金の支給につ
いては、下記のとおり決定したので、三豊市農業者支援給付金支給要綱第６条の規
定により通知します。 

 
 

記 

 
 
 □ 支給    支給決定額            円 

 
 □ 不支給   (理由) 


